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１ 移動系通信 

 (1) 移動系通信 

○ 移動系通信の契約数は 2 億 2,200 万（前期比＋1.4％、前年同期比＋5.3％：単純合算では 3億

983 万）、携帯電話の契約数は 2 億 2,186 万（前期比＋1.4％、前年同期比＋5.3％）となってい

る。 

○ ３．９－４世代携帯電話（ＬＴＥ）の契約数（単純合算）は１億 1,876 万（前期比▲1.8％、

前年同期比▲6.7％、携帯電話の契約数に占める割合は 53.5％）、５世代携帯電話の契約数（単純

合算）は 9,237 万（前期比＋6.8％、前年同期比＋32.3％）となっている。ＢＷＡの契約数（単

純合算）は 8,791 万（前期比＋1.3％、前年同期比＋4.3％）となっている。 

○ 移動系通信の契約数における事業者別シェアは、ＮＴＴドコモが 34.6％（前期比▲0.3ポ

イント、前年同期比▲1.1ポイント、ＭＶＮＯへの提供に係るものを含めると 40.5％）、ＫＤＤＩグ

ループが 26.7％（前期比▲0.2 ポイント、前年同期比▲0.3 ポイント、ＭＶＮＯへの提供に係るも

のを含めると 30.5％）、ソフトバンクが 20.4％（前期比±0.0ポイント、前年同期比▲0.4ポイン

ト、ＭＶＮＯへの提供に係るものを含めると 26.0％）、楽天モバイルが 2.7％（前期比＋0.1 ポイ

ント、前年同期比＋0.6 ポイント、ＭＶＮＯへの提供に係るものを含めると 3.0％）、ＭＶＮＯが

15.5％（前期比＋0.3ポイント、前年同期比＋1.2ポイント）となっている。 
 

注１：数値は表示単位未満を四捨五入しているため、合計の数値と内訳の計や、図表内の数値から計算される増減率と表示されている増減率等については一

致しない場合がある。以下同じ。 

注２：移動系通信の契約数は、携帯電話、ＰＨＳ及びＢＷＡの合計。ＰＨＳについては、2022 年度第４四半期まで。以下同じ。 

注３：移動系通信の契約数については、特段の記載がない限り、グループ内取引調整後の数値。（「単純合算」と記載するものは、グループ内取引調整をしな

い数値。） 

注４：携帯電話の契約数は、３世代携帯電話、３．９－４世代携帯電話及び５世代携帯電話の合計。 

注５：楽天モバイルのシェアは、ＭＮＯとしてのシェア。 

 

移動系通信の契約数の推移  

 

別紙 
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３Ｇ・ＬＴＥ・５Ｇ・ＰＨＳ・ＢＷＡの各契約数の推移（単純合算）  

 
 
 

 
【参考】通信モジュール等の契約数の推移  

 

注１：ＬＴＥの契約数には、３Ｇ及びＬＴＥのどちらも利用可能である携帯電話の契約数が含まれる。 

注２：５Ｇの契約数には、ＬＴＥ及び５Ｇのどちらも利用可能である携帯電話の契約数が含まれる。 
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移動系通信の契約数における事業者別シェアの推移 

 

 

 

携帯電話の契約数における事業者別シェアの推移  
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NTTドコモ NTTドコモ（MVNO） ＫＤＤＩグループ ＫＤＤＩグループ（MVNO）
ソフトバンク ソフトバンク（MVNO） 楽天モバイル（19.12～） 楽天モバイル（MVNO）

（第４四半期） （第３四半期）（第１四半期） （第２四半期） （第４四半期）

注１：ＭＮＯが、同じグループに属する他のＭＮＯの提供する移動通信サービスを利用して提供するものを除く。以下このページにおいて同じ。 

注２：「ＫＤＤＩグループ」には、ＫＤＤＩ、沖縄セルラー及びＵＱコミュニケーションズが含まれる。 

注３：ＭＶＮＯのシェアを提供元のＭＮＯグループごとに合算し、当該ＭＮＯグループ名の後に「（ＭＶＮＯ）」と付記して示している。以下このページにおいて同じ。 

注４：楽天モバイルが提供するＭＶＮＯサービスは、「ＮＴＴドコモ（ＭＶＮＯ）」及び「ＫＤＤＩグループ（ＭＶＮＯ）」に含まれる。以下このページにおいて同じ。 

 

注：「ＫＤＤＩグループ」には、ＫＤＤＩ、沖縄セルラー及びＵＱコミュニケーションズ（2020年度第２四半期まで）が含まれる。 
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 (2) ＭＶＮＯ（(1)の内数） 

○ ＭＶＮＯサービス※１の契約数（移動系通信の契約数の内数）は 3,445 万（前期比＋3.7％、

前年同期比＋14.2％）となっている。 

○ 契約数が３万以上のＭＶＮＯサービスの区分別契約数は、ＳＩＭカード型が 1,636 万

（前期比＋1.6％、前年同期比＋4.9％）、通信モジュールが 1,242 万（前期比＋4.3％、前年同期

比＋18.7％）となっている。 

○ ＳＩＭカード型の契約数における事業者別シェア※２は、インターネットイニシアティ

ブが 21.6％（前期比＋0.3 ポイント）、ＮＴＴドコモ（旧ＮＴＴレゾナントに係るもの）が

9.7％（前期比▲0.7ポイント）、オプテージが 8.7％（前期比±0.0ポイント）、富士通が 5.6％

（前期比▲0.1ポイント）、イオンリテールが 4.7％（前期比±0.0ポイント）となっている。 

○ 一次ＭＶＮＯ※３サービスの事業者数は 829（前期比▲17、前年同期比＋38）※４、二次以降

のＭＶＮＯ※５サービスの事業者数は 1,060（前期比＋15、前年同期比＋67）となっている。 
 

※１：ＭＮＯが、同じグループに属する他のＭＮＯの提供する移動通信サービスを利用して提供するものを除く。特段の記載がない限り、以下この「(2) Ｍ

ＶＮＯ」において同じ。 

※２：ＭＮＯのグループ内取引による契約数の重複を排除している。 

※３：ＭＮＯから直接回線の提供を受けるＭＶＮＯ。以下この「(2) ＭＶＮＯ」において同じ。 

※４：このほか、ＭＮＯであり、かつ、同じグループに属する他のＭＮＯの提供する移動通信サービスを利用してＭＶＮＯサービスを提供する者が４者存在

（ＫＤＤＩ、沖縄セルラー、ＵＱコミュニケーションズ及びソフトバンク）。 

※５：ＭＶＮＯから回線の提供を受けるＭＶＮＯ。以下この「(2) ＭＶＮＯ」において同じ。 

 

 

ＭＶＮＯサービスの契約数の推移 

  

 

 注：ＭＮＯからの報告を基に作成。 

 

 

 



5 

移動系通信の契約数におけるＭＮＯ・ＭＶＮＯ別の純増減数の推移    

 

 

 

ＭＶＮＯサービスの区分別契約数の推移  

  
  注１：提供している契約数が３万以上のＭＶＮＯからの報告を基に作成。そのため、「ＭＶＮＯサービスの契約数の推移」とは合計値が異なる。 

注２：「その他」は、「ＳＩＭカード型」、「通信モジュール」及び「単純再販」のいずれの区分にも属さないＭＶＮＯサービス。 

注３：事業者報告の修正により、2023年度第２四半期（23.9）の契約数について修正を行っている。 

 

 

 

注１：ＭＮＯからの報告を基に作成。 

注２：ＭＮＯ全体における契約数の純増減数及びＭＶＮＯ全体における契約数の純増減数を示している（いずれも対前四半期）。 
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ＭＶＮＯサービスの契約数比率及び 

ＭＶＮＯが提供するＳＩＭカード型の契約数比率の推移   

 

 

 

ＳＩＭカード型の契約数における事業者別シェアの推移  

 

注１：ＭＶＮＯサービスの契約数比率＝ＭＶＮＯサービスの契約数／移動系通信の契約数 
注２：ＭＶＮＯが提供するＳＩＭカード型の契約数比率＝ＭＶＮＯが提供するＳＩＭカード型の契約数／（移動系通信の契約数－ＭＮＯが提供する 

通信モジュールの契約数） 

注３：ＭＶＮＯが提供するＳＩＭカード型の契約数は、提供している契約数が３万以上のＭＶＮＯからの報告数を合計している。 

 

注１：提供している契約数が３万以上のＭＶＮＯからの報告を基に作成。 

注２：事業者別シェア上位５者を掲載している。 

注３：副回線サービスに係る契約数は含まない。 

注４：楽天モバイルのシェアは、ＭＶＮＯとしてのシェア。 

注５：ＮＴＴコミュニケーションズのコンシューマ向け事業をＮＴＴレゾナントに移管（2022 年 7月）。 

注６：ＮＴＴドコモが、ＮＴＴレゾナントを吸収合併（2023年 7月）。 

注７：ＮＴＴドコモのシェアは、旧ＮＴＴレゾナントが提供していたサービスに係るシェアであり、ＮＴＴコミュニケーションズが卸電気通信役務として

提供するＭＶＮＯサービスを利用して、ＮＴＴドコモが提供する「ＯＣＮモバイルＯＮＥ」を含む。 
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ＭＶＮＯサービスの事業者数の推移

 

 

 

【参考】ＭＶＮＯサービスの区分別事業者数の推移 

（単位：事業者数） 

区分 19.3 20.3 21.3 22.3 23.3 23.6 23.9 23.12 24.3 

ＳＩＭカード型 52（27） 57（34） 57（31） 60（32） 65（35） 69（37） 71（40） 72（40） 74（43） 

通信モジュール 22（16） 25（17） 24（17） 29（22） 31（24） 31（24） 31（25） 32（25） 32（25） 

単純再販 26（19） 27（19） 28（20） 30（18） 30（17） 30（18） 28（17） 28（17） 28（17） 

その他 3（2） 3（2） 1（0） 1（0） 1（0） 1（0） 1（0） 1（0） 1（0） 

再卸 41（29） 48（32） 46（32） 52（36） 55（37） 57（38） 57（38） 57（38） 56（37） 

 

 

 

 

【参考】ＭＶＮＯサービス区分「再卸」の契約数の推移 

（単位：万契約） 

19.3 20.3 21.3 22.3 23.3 23.6 23.9 23.12 24.3 

970 1083 1003 1004 1204 1273 1283 1283 1303 

 

注１：ＭＮＯ、一次ＭＶＮＯ及び提供している契約数が３万以上の二次以降ＭＶＮＯからの報告を基に作成。 

注２：契約数３万未満である二次以降のＭＶＮＯのみから回線の提供を受けている契約数３万未満のＭＶＮＯの事業者数は含まない。 

注３：事業者報告の修正により、2023年度第２四半期（23.9）及び 2023年度第３四半期（23.12）の事業者数について修正を行っている。 

 

注１：提供している契約数が３万以上のＭＶＮＯからの報告を基に作成。 

注２：複数のサービスを提供する事業者については、それぞれの区分毎に事業者数を計上している。 

注３：括弧内はそれぞれの区分に係るサービスの提供に当たり、ＭＮＯから直接回線の提供を受けるＭＶＮＯの事業者数。 

注４：事業者報告の修正等により、2022年度第４四半期（23.3）以降の事業者数について修正を行っている。 

 

 

注：提供している契約数が３万以上のＭＶＮＯからの報告を基に作成。 
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２ 固定系通信 
(1) データ系通信 
① 固定系ブロードバンド 

○ 固定系ブロードバンドサービス※１の契約数は 4,670 万（前期比＋0.2％、前年同期比＋1.2％）

となっている。 

○ 固定系ブロードバンドの契約数におけるＮＴＴ東西のシェアは、13.9％（前期比▲0.3ポイ

ント、前年同期比▲1.0 ポイント、卸電気通信役務※２の提供に係るものを含めると 50.4％）となって
いる。 

※１：ＦＴＴＨ、ＤＳＬ、ＣＡＴＶインターネット（同軸・ＨＦＣ）及びＦＷＡの合計。 

※２：電気通信事業者の電気通信事業の用に供する電気通信役務。 
 

 

固定系ブロードバンドサービスの契約数の推移 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

注：事業者報告の修正により、2018年度第４四半期（19.3）以降の契約数について修正を行っている。 
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固定系ブロードバンドサービスの契約数における事業者別シェアの推移 
（設備設置事業者別） 

 

注１：この事業者別シェアはＦＴＴＨ、ＤＳＬ及びＣＡＴＶインターネット（同軸・ＨＦＣ）を対象としており、ＦＷＡを含んでいない。 

注２：「ＫＤＤＩグループ」には、ＫＤＤＩ、沖縄セルラー、中部テレコミュニケーション、ＯＴＮｅｔ及びＪ:ＣＯＭグループが含まれる。特段の記載がない限

り、以下この「（１）データ系通信」の①及び③において同じ。 

注３：「その他電力系事業者」には、ＳＴＮｅｔ及びエネコムが含まれる。特段の記載がない限り、以下この「（１）データ系通信」の①及び③において同じ。 

注４：括弧内は、卸電気通信役務の提供に係るシェア。 

注５：ケイ・オプティコムはオプテージに社名変更（2019年度第１四半期）。以下同じ。 

注６：事業者報告の修正により、2018年度第４四半期（19.3）以降の契約数について修正を行っている。 
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② 固定系超高速ブロードバンド（①の内数） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

固定系超高速ブロードバンドサービスの契約数の推移  

 

○ 固定系超高速ブロードバンドサービス※の契約数は 4,487 万（前期比＋0.4％、前年

同期比＋1.8％）となっている。このうち、ＦＴＴＨは 4,035 万（前期比＋0.4％、前年

同期比＋2.1％）、ＣＡＴＶインターネット（同軸・ＨＦＣ）は 452 万（前期比▲0.4％、

前年同期比▲1.1％）となっている。 

○ ＦＴＴＨの契約数は 39 県で増加し、ＣＡＴＶインターネット（同軸・ＨＦＣ）の

契約数は 33 県で減少している（対前期比）。 

 
※ ＦＴＴＨ及びＣＡＴＶインターネット（同軸・ＨＦＣ）の合計。ただし、ＣＡＴＶインターネットについては、通信速度下り 30Ｍｂｐｓ以上の

ものに限る。以下この「② 固定系超高速ブロードバンド」において同じ。 

注：事業者報告の修正により、2018年度第４四半期（19.3）以降の契約数について修正を行っている。 
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固定系超高速ブロードバンドサービスの都道府県別の契約数 

 

固定系超高速ブロードバンドの都道府県別の純増減数（対前期比）   
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③ ＦＴＴＨ（②の内数） 

○ ＦＴＴＨの契約数は 4,035 万（前期比＋0.4％、前年同期比＋2.1％）となっている。 

○ ＦＴＴＨの契約数における事業者別シェアは、設備設置事業者別（卸電気通信役務の提供に

係るものを含む。）に見ると、ＮＴＴ東西が 58.2％（前期比▲0.4ポイント、前年同期比▲1.4ポイ

ント）、ＫＤＤＩグループが 10.6％（前期比、前年同期比ともに±0 ポイント）、オプテージが

4.0％（前期比±0ポイント、前年同期比▲0.1ポイント）となっている。 

○ ＦＴＴＨの契約数における事業者別シェアは、サービス提供主体別※１にみると、ＮＴＴ

ドコモが 19.5％（前期比▲0.2ポイント、前年同期比＋0.7ポイント）、ＮＴＴ東西が 15.9％（前

期比▲0.4ポイント、前年同期比▲1.2ポイント）、ソフトバンクが 11.7％（前期比＋0.1ポイント、

前年同期比＋0.2ポイント）、ＫＤＤＩグループ※２が 9.5％（前期比、前年同期比ともに＋0.1ポイ

ント）となっている。 

○ ＦＴＴＨの契約数のうち、卸電気通信役務を利用して提供される契約数は 2,148 万（FTTH

の契約数に占める比率は 53.3％（前期比＋0.1 ポイント、前年同期比＋0.3 ポイント））となってい

る。このうち、ＮＴＴ東西の卸電気通信役務（サービス卸）を利用して提供される契約数

は 1,707 万であり、ＦＴＴＨの契約数に占める比率は 42.3％（前期比▲0.1ポイント、前年同

期比▲0.2ポイント）となっている。 

 
※１：卸電気通信役務の提供を受け、最終利用者にＦＴＴＨサービスの提供を行う事業者を含む。 

※２：「ＦＴＴＨの契約数における事業者別シェアの推移（サービス提供主体別）」において「ＫＤＤＩグループ」としている事業者が含まれる。  

 

 

 

ＦＴＴＨの契約数の推移 

 

 注：事業者報告の修正により、2018年度第４四半期（19.3）以降の契約数について修正を行っている。 

 



13 

 
ＦＴＴＨの契約数における事業者別シェアの推移（設備設置事業者別）  

 

 

ＦＴＴＨの契約数における事業者別シェアの推移（サービス提供主体別）    
 

 

注１：事業者別シェア１％以上の事業者を掲載している。 

注２：卸電気通信役務の提供を受ける事業者については、再卸契約数を除いてカウント。 

注３：事業者報告の修正により、2018年度第４四半期（19.3）以降の契約数について修正を行っている。 

 

 

注：事業者報告の修正により、2018年度第４四半期（19.3）以降の契約数について修正を行っている。 
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ＦＴＴＨの契約数における事業者別シェアの推移（設備設置事業者別） 

（戸建て＋ビジネス向け） 

 

 

ＦＴＴＨの契約数における事業者別シェアの推移（設備設置事業者別）（集合住宅向け）   

 

 

 

 

注：事業者報告の修正により、2018年度第４四半期（19.3）以降の契約数について修正を行っている 
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ＦＴＴＨの契約数における卸契約数等の割合の推移 

 

 

 注１：「ＦＴＴＨ卸」とは、卸電気通信役務を利用して提供されるＦＴＴＨサービス。 

注２：「サービス卸」とは、ＮＴＴ東西の提供するＦＴＴＨの卸売サービス。 

注３：事業者報告の修正により、2018年度第４四半期（19.3）以降の契約数について修正を行っている。 
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(2) 音声系通信 

① 固定電話 

○ 固定電話※の契約数は 4,963 万（前期比▲0.7％、前年同期比▲2.3％）となっている。この

うち、０ＡＢＪ－ＩＰ電話は 3,610 万（前期比▲0.1％、前年同期比±0.0％）、ＮＴＴ東西加

入電話は 1,235 万（前期比▲2.2％、前年同期比▲8.1％）となっている。 

○ 固定電話の契約数における事業者別シェアは、ＮＴＴ東西（ＮＴＴ東西加入電話及びＮ

ＴＴ東西０ＡＢＪ－ＩＰ電話の合計）が 62.5％（前期比▲0.2 ポイント、前年同期比▲1.0 ポ

イント）、ＫＤＤＩグループが 22.3％（前期比±0ポイント、前年同期比＋0.1ポイント）となっ

ている。 
※ ＮＴＴ東西加入電話（０ＡＢＪ－ＩＰ電話を除く。ＩＳＤＮを含む。）、直収電話（直加入、新型直収、直収ＩＳＤＮの合計）及び０ＡＢＪ－ＩＰ電話を

指す。 

 

 

固定電話の契約数の推移 

  

 

注：「０ＡＢＪ－ＩＰ電話」は、利用番号数をもって契約数とみなしている。なお、０ＡＢＪ－ＩＰ電話はＮＴＴ東西加入電話等との代替性が高いため固定電話 

に加えているが、ＩＰ電話としてもＰ.18以降に再掲している。 
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固定電話の契約数におけるサービス別内訳の推移 

 

 

固定電話の契約数における事業者別シェアの推移  

 

注１：「ＮＴＴ東西」は、それぞれ加入電話（ＩＳＤＮを含む。）、０ＡＢＪ－ＩＰ電話の合計を示す。 

注２：「ＫＤＤＩグループ」には、ＫＤＤＩ、中部テレコミュニケーション及びＪ：ＣＯＭグループ（2020 年度第３四半期まで）が含まれる。以下、

特段の記載がない限り「（２）音声系通信」において同じ。 
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② ＩＰ電話 

○ ＩＰ電話の利用番号数は 4,569 万（前期比▲0.1％、前年同期比±0.0％）であり、このうち、

０ＡＢＪ番号の利用数は 3,610 万（前期比▲0.1％、前年同期比±0.0％）、０５０番号の利用

数は 959 万（前期比±0.0％、前年同期比＋0.1％）となっている。 

○ ０ＡＢＪ番号の利用数における事業者別シェアは、ＮＴＴ東西が 51.7％（前期比▲0.1ポ

イント、前年同期比▲0.4ポイント）、ＫＤＤＩグループが 30.7％（前期比▲0.1ポイント、前年

同期比▲0.5ポイント）となっている。 

○ ０５０番号の利用数における事業者別シェアは、ソフトバンクが 42.7％（前期比＋0.7ポ

イント、前年同期比＋1.4 ポイント）、ＮＴＴコミュニケーションズが 22.1％（前期比▲0.1 ポ

イント、前年同期比▲0.5ポイント）となっている。 

 

ＩＰ電話の利用番号数の推移   

 
 

ＩＰ電話の利用番号数における事業者別シェアの推移（全体） 

   
注１：楽天モバイルについては、2019年度第１四半期までは楽天コミュニケーションズのシェア。以下同じ。 

注２：事業者報告の修正により、2023年度第３四半期（23.9）以降の IP電話の利用番号数について修正を行っている。 

注：事業者報告の修正により、2023年度第３四半期（23.9）以降の IP電話の利用番号数について修正を行っている。 
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ＩＰ電話の利用番号数における事業者別シェアの推移（０ＡＢＪ番号）   

 
 

ＩＰ電話の利用番号数における事業者別シェアの推移（０５０番号）  

 
注１：「ＫＤＤＩグループ」には、ＫＤＤＩ、中部テレコミュニケーションが含まれる。 

注２：事業者報告の修正により、2023年度第４四半期（23.12）の IP電話の利用番号数（050番号）について修正を行っている。 

注：事業者報告の修正により、2023年度第３四半期（23.9）以降の IP電話の利用番号数（0ABJ番号）について修正を行っている。 


